
自治労メンタルヘルス対策指針

改訂にあたって

　日本の自殺率は1998年から11年連続して３万人を超え、メンタルヘルス対策が急務と叫ばれながらも、心の不調を訴える者は後を絶たない状況が続いています。地方公務員においても、心の不調を理由とする長期病休者および自殺者は高い推移をみせており、問題の深刻さを表しています。行財政改革、人員減、自治体合併などによる労働環境の変化により、自治体職場のストレスは増加しているほか、ＩＴ化の進展、人事評価制度、公共サービスの委託化などの労働条件の変化もその要因として挙げられています。

　自治労本部は、2005年12月、「自治労メンタルヘルス対策指針」を策定し、各県本部、単組における安全衛生活動の一環としてメンタルヘルスの取り組みをこれまで推進してきました。しかし、先進的な取り組み事例を積み上げてきている自治体はあるものの、全体としてメンタルヘルスの取り組みが徹底した対策としてなされているところは少ないことから、更に労使ともにこの問題の解決に取り組む必要があるため、今回「自治労メンタルヘルス対策指針」を改訂し、取り組み強化の推進を図っていくこととします。

　初版の指針を基本としながらも、今回の改訂版では参考事例等を刷新し、メンタルヘルスの予防対策の重要性について強調しています。また、新たに、メンタルヘルス不調の要因になりうると考えられている、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメントなどのハラスメント対策、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）、過剰なクレーマーなどの問題についても追記しました。

　メンタルヘルス対策は、安全衛生の取り組みとされることが多いですが、先進的な自治体の取り組みを見てみると、労働条件分野との連携した事例が多く見られます。これは、メンタルヘルスという問題が、安全衛生だけでなく、賃金・労働条件とも密接に関わりがあることを示しています。各県本部、単組は、労働条件と安全衛生を車の両輪として取り組むことが必要です。この実践を通してはじめて、メンタルヘルス対策が解決への一歩へと向かいます。

　労働者が、安心して働き続けられる職場とは、労働者としての尊厳、人間としての尊厳をどう守っていくかという基本に立ち返ることが大切です。「尊厳を守る」とは、一人ひとりの存在を認め生き方を認め合い、誰の命も等しく尊いものであることを共通認識することにほかなりません。職場において、労働者が人権を侵害され職場での存在をおびやかされることはあってはなりません。ＩＬＯ憲章は、労働者は雇用に起因する病気、疾病、けがから保護されなければならないとその原則に規定しています。また、労働に関連する死亡につながる事故及び疾病の多くは、確かな予防措置や報告や監督の実施を通じて予防することが可能であることも指摘しています。労働者の健康と安全を守り、働き甲斐のある仕事・職場にしていくことは労働者の尊厳ある労働＝ディーセントワークのための最も基礎的な要件であり、メンタルヘルスの重要な予防対策です。

　各県本部は、本指針に基づき、「メンタルヘルス対策取り組み指針」を策定し、７月の安全衛生月間や学習会などの取り組みに活用してください。

　単組についても、学習会などに役立てるほか、労使で取り組むメンタルヘルス対策に本指針を活用し、快適職場の実現にむけて取り組みをすすめられるようお願いします。
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